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日頃から本県商工業の振興及び各地の商工会議所活動の推進につきまして、格別な

るご理解とご協力を賜り心から感謝を申し上げます。 

商工会議所は、政策提言や各種イベントの実施主体となるなど、地域振興の中核的

役割を担っています。 

また一方で、「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平

成 5 年 5 月 21 日法律第 51 号）」に基づく小規模事業者経営支援事業の実施に加え、

小規模企業の活力発揮の必要性が増大していることから平成 26 年 6 月に制定された

「小規模企業振興基本法」に基づき、小規模事業者の持続的発展を支援していくため、

各種事業を積極的に展開しています。 

さらには、国や県、各自治体の産業労働政策、特に中小企業施策の最終伝達現場と

しての役割も果たすなど、地域の総合経済団体として多岐にわたる事業活動を行って

います。 

これらの役割を担っている商工会議所は、会員からの会費収入等の自主財源により

事務局運営費の大部分を賄っており、会員企業等による互恵・互助の精神や役員・議

員のボランティア的な働きにより成り立っています。 

しかしながら、近年、会員数の減少等により会費等の自主財源が減少してきている

なか、財政状況は年々悪化しており、コロナ禍も相まって、今後組織基盤が揺らぎか

ねません。 

つきましては、地域の産業と雇用を守っている中小企業・小規模事業者の経営を下

支えするため、産業振興施策の更なる充実・強化を図っていただくとともに、中小企

業・小規模事業者の経営相談・指導体制を担っている県内各地商工会議所の機能を維

持していくため、令和 5 年度の予算編成にあたり特段のご配慮を賜りますようお願い

申し上げます。 

 

以 上 
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１．新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた対策等について 

新型コロナウイルス感染症の長期化に加えロシアのウクライナ侵攻や急激な円安

の影響により、原材料や仕入価格の上昇、半導体不足、エネルギー価格の高騰などが

大きな問題となっています。 

地域の中小企業・小規模事業者については売上が減少している中で、商品・製品

価格に転嫁し、収益を確保できるかどうかが課題となっています。 

政府においては、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を通して地方

を支援し、新潟県においても、政府支援策を踏まえた上での各種施策を展開し、県経

済復興に向けて取組を進めていただいておりますが、今後は、引き続き感染拡大防止

に十分な注意を払いながらも、地域における経済社会活動の反転攻勢やＶ字回復に向

けてさらなる対策を図っていただきたく存じます。 

ついては、商工会議所としましても情報発信を含め、協力体制を構築いたしますの

で、下記要望事項につきまして積極的な対応、取組を展開してくださるようお願いい

たします。なお、各種施策を実施する上では、従前以上に関係する市町村との連携・

協調を図った上で取組を進めてくださるようお願いいたします。 

 

（１） 商工会議所経営相談窓口の体制強化について 

県内の中小企業・小規模事業者においては、新型コロナウイルス感染症等の影響

長期化により、事業規模の縮小、廃業等の増加が懸念される状況にあり、商工会議

所管内の大幅な事業所数減少につながりかねない現状にあります。 

商工会議所の会員には、地域経済･雇用を支える中小企業・小規模事業者が多く、

これら企業のニーズを把握し、産業振興・経営の安定化に大きな役割を果たしてい

る各地域の商工会議所が支援活動を継続していくためには、組織の財務体質の維持

向上を図ることが必要となっています。 

県内商工会議所では、新型コロナウイルス感染症等の影響を受けた事業者の相談

対応や国・県等による支援策の活用支援等を行ってきています。今後も想定以上に

幅広い相談に対応していく必要があると考えておりますので、商工会議所のデジタ

ル化を含め、相談窓口の強化に向けた対応を図ってくださるようお願いいたします。                       

なお、商工会議所の小規模事業者に対する育成指導は、県の支援を受け実施して

おりますことから、商工会議所の経営指導員・補助員・記帳専任職員が引き続き小

規模事業者への新型コロナウイルス感染症等対策支援を含め、経営支援を十分に実

施できるよう、現在の設置数及び補助単価の拡充も含め、小規模事業経営支援事業

費補助金については前年度以上の確保をお願いいたします。 
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（２） 中小企業・小規模事業者支援について 

① 資金繰り対策について  

新型コロナウイルス感染症等の影響は、現在も国民の生活及び経済活動に深刻

なダメージを与えています。特に、地域の中小企業・小規模事業者等においては、

業績回復への見通しが立たず、資金繰りについても大きな不安を抱える状況とな

っています。 

ついては、中小企業・小規模事業者の資金繰りに対する相談体制の強化や、融

資手続きの簡素化、融資実行の迅速化等について金融機関に対し強く働き掛けて

くださるようお願いいたします。 

なお、いわゆるコロナ特別貸付においては県信用保証協会の保証による融資が

大半ですが、令和５年度に据置期間が終了するものが多く、業況の改善が図られ

ないまま返済負担が重くのしかかると思われることから、保証債務については借

換え等を含めて最大限柔軟に対応いただくよう、県内金融機関や県信用保証協会

に対して強い働き掛けをお願いいたします。 

また、県セーフティネット資金（経営支援枠）で令和５年３月 31 日までと

なっている要件については、期間延長をお願いするとともに、創業者・創業から

間もない事業者の財務基盤強化につながる資金面からの支援についてもさらに

強化してくださるようお願いいたします。 

さらには、コロナ禍の長期化により追加融資が厳しくなる中で、中小企業向け

資本性劣後ローンが有効な手段となることから、その周知に向けた支援をお願い

いたします。 

 

② 経済回復に向けた消費喚起への取組強化について 

新型コロナウイルス感染症の影響に加え、国際情勢の大きな変動に起因するエ

ネルギーや食糧、原材料、資材、人件費などの値上げにより、中小・小規模事業

者は大変厳しい経営環境に置かれています。 

地域経済の回復に向け、消費喚起施策の一環として、Ｇｏｔｏキャンペーン等

の早期実施やクーポン券・プレミアム付き商品券等の支援策を実施していただく

ようお願いいたします。 

また、インバウンドを促進するために、外国人の受け入れ施設及び施設内の整

備や案内・道路標識等の各国の言語表記をはじめ、コミュニケーションによるお

もてなしサービス提供を強化していただくようお願いいたします。 

 

③ 事業継続や起業のための支援策の拡充や申請要件の緩和について  

長引く新型コロナウイルス感染拡大は、幅広い業種において企業経営へ深刻な

影響を及ぼしています。今後の景気回復期まで事業継続が図られるよう補助金・

助成金について前向きな企業を支援するような制度設計をお願いするとともに、

年間を通じて起業を志す人を後押しする支援策の創設・拡充をお願いいたします。 
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なお、既存のコロナ対応型の補助金・助成金等においては、売上や収益の減少

が要件となっていることが多く、減収減益にならないよう様々な企業努力で頑張

っている企業が対象外になってしまうことがあることから、この点に配慮した申

請要件の緩和を引き続きお願いいたします。 

 

（３） エネルギー価格、電力料金、ガス料金の高騰に伴う支援策について 

電力料金やガス料金等エネルギー価格の値上げ幅が大きく、中小・小規模企業は、

商品やサービスへの価格転嫁ができず、非常に厳しい経営環境に置かれています。 

つきましては、価格の標準化と安定供給に向けて、各種補助制度の創設や低金利

の制度融資等の拡充を強化してくださるようお願いいたします。 

 

（４） 建設産業の活性化対策について 

建設業者は災害復旧や除雪など、地域住民の安心・安全を守る重要な役割を担う

一方で、降雪期等には工事が施工できないなど、不安定な雇用・労務環境を余儀な

くされています。特に、中小建設業者の経営は、公共事業や民間工事、住宅建設が

減少傾向の中、慢性的な人手不足や新型コロナウイルス感染症、円安や品不足によ

る建材・資材・物流価格の高騰等の影響などもあって大変厳しい状況が続いており、

経営体質の改善が急務となっています。 

そこで、県内建設産業の活性化を図るべく、総合相談窓口である新潟県建設サポ

ートセンターの拡充はもとより、本業の強化、経営体質の改善、業種転換、新分野

進出等をはじめ、デジタルＤＸ化による生産性向上など、地域密着で建設業者を支

援できるよう、令和５年度も引き続き地元商工会議所と連携した研修会・セミナー

の積極的な開催支援をお願いいたします。特に今年度は、建設業における働き方改

革及び生産性の向上を目的に「新潟県建設産業バックオフィスＤＸ推進モデル事業」

を実施していますが、事業の拡充・延長と合わせ、より多くの建設業者への波及を

図るようお願いいたします。 

なお、地元中小建設業者が新型コロナウイルス感染症や物価高騰等の影響に左右

されず、中長期的に安定した経営の維持を図り、必要な人材を確保・育成できるよ

うにするために、公共事業における適正価格での受注機会の確保等に引き続き努め

ていただきたいと考えます。 

ついては、活性化対策として、公共工事の計画通りの発注と工期延長などの柔軟

化、地元優先発注の徹底等について、さらには建設業界の景気対策の起爆剤とする

ためにも、公共工事の発注増加並びに受注金額と工期の適正化に向けて、特段のご

配慮をお願いいたします。 

また、公共工事設計労務単価の引き上げについては、技能労働者等の入職促進と

離職防止、働き方改革推進のためにも建設労働者の賃金水準を改善し、施工体制や

技能水準の適正な評価を加味するなど、従前以上に国に対して強く働き掛けてくだ

さるようお願いいたします。 

 

 

 

 

新規 
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（５） 新潟県の魅力向上について 

① 新潟の観光ブランドづくりと魅力発信について  

新潟は、「米」や「酒」をはじめ、四季折々の自然と風土が育んできた「食文化」、

雪国ならではの上質な「スノーリゾート」、日本の原風景が残る里山や棚田の美

しい景色、豪農の館や寺院、町屋などの伝統建築と日本庭園、新潟古町芸妓等の

伝統芸能や歴史文化、さらには山古志、小千谷地域が「発祥の地」ということで

県の観賞魚に指定された錦鯉など、数多くの魅力ある地域資源を有するものの、

その魅力を十分に国内外に発信できていないように思われます。 

ついては、本県の優位性を活かした観光ブランドの確立や、競争力のある観光

地づくりの推進、データを利活用したデジタルマーケティングによる誘客など、

新潟県観光立県推進行動計画の実施に着実に取り組んでくださるようお願いい

たします。 

 

② ＭＩＣＥ開催地としての新潟県の魅力向上に向けた取組について  

観光・コンベンション機能の強化を図り、ＭＩＣＥ開催地としての魅力を高め

ることは、交流人口の増加、経済波及効果の創出、さらには都市としての競争力

向上といった観点からも非常に重要なことだと考えます。 

新型コロナウイルスの影響により、ＭＩＣＥをはじめとした多くのイベント等

の開催が困難な時期が長く続きましたが、ウィズコロナ・アフターコロナに他都

市に先んじて反転攻勢をかけるべく、新常態のＭＩＣＥ等開催について、新型コ

ロナウイルス感染症対策（安全性確保に向けた体制整備）を徹底した上で、県内

各市町村や産業・経済界と連携を図りながら、従前以上に国内外に向けたＭＩＣ

Ｅ開催地としての情報発信、積極的なセールスプロモーションの展開に努めてく

ださるようお願いいたします。 

また、コロナ収束後における本県でのＭＩＣＥ開催の際は、あらゆる手立てを

尽くして、主催者及び参加者の満足度を高め、定期的・継続的な開催につなげる

よう各種取組の強化をお願いいたします。 

なお、長期間のイベント等の中止・延期等で大きなダメージを負っている関係

事業者に対しては、引き続き積極的な支援策を講じてくださるようお願いいたし

ます。 

 

（６） 個別施策について 

① 新潟県版のものづくり補助金の創設や設備投資に係る支援について  

令和４年度においても、新型コロナウイルス対応新事業チャレンジ支援事業を

継続して実施いただき、県内企業の新たな製品開発やサービスの提供等、前向き

な新チャレンジについて広くご支援いただいたところですが、より大きな設備投

資等にも対応できるよう、補助・助成制度の創設や既存制度の拡充などにつきま

して手厚い支援をお願いいたします。 



- 7 - 

 

② 各種申請・届出等にかかるペーパーレス化、押印の廃止、対面主義の見直し

等を含めた行政手続きの簡素化について 

新型コロナウイルス感染症への対応が求められる中、県においてもテレワーク

等の推進とデジタル時代に向けた規制・制度見直しの一環として、書面主義、押

印原則、対面主義に関する規制・制度や慣行の見直しに取り組まれており、これ

まで押印を求めていた手続約 6,000 件のうち、令和３年度末までに 98％の手続

で押印を廃止されています。行政手続きの簡素化については、新型コロナウイル

ス感染症のまん延防止のみならず、官民の業務そのものの見直しや効率化に資す

るものですので、さらに積極的に取り組んでくださるようお願いいたします。 

 

 

２．商工会議所の維持・強化に対する支援について 

現状において、県財政が逼迫し財政再建が必要なことは認識しておりますが、ウィ

ズコロナからアフターコロナに向けて県経済の活性化を図るためにも、商工会議所の

維持・強化に向け、次の事項について特段のご配慮をお願いいたします。 

 

（１） 事務局長設置費の安定的確保について 

県内の商工会議所におきましては、事務局長が地域産業の振興・発展に資する事

業の企画や小規模事業者の経営改善に必要な業務の立案、さらには事務局内の管理

監督など多くの重要な役割を担っているのが現状です。 

ついては、県内各地商工会議所の機能を維持・拡充していくために、令和５年度

の事務局長設置費の補助額を前年度以上に確保してくださるようお願いいたしま

す。 

 

（２） 新潟県商工団体支援事業費補助金の確保について  

当連合会は、県内 16 の商工会議所のまとめ役として、各地商工会議所の効果的

かつ効率的な事業展開に向けて、各商工会議所の活動を幅広く支援しています。 

今後とも当連合会の役割・機能を強化していくことがひいては県内経済の底上げ

につながるものと確信していることから、令和５年度の当連合会に対する事業費補

助金については前年度以上の補助額の確保をお願いいたします。 

 

（３） 資質向上対策事業費の確保について 
時代の変化に伴い経営者のニーズが多様化しており、それらに柔軟に対応してい

くために、経営指導員一人ひとりが最新の経営知識を取得するなど資質向上のため

に不断の努力が必要となっています。 

ついては、中小企業大学校等における専門研修の受講に対する令和５年度の補助

額を前年度同額以上に確保してくださるようお願いいたします。 
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（４） 商工団体の体制強化に係る補助事業費の確保について 
コロナ禍により市民の生活様式や企業活動の形態が大きく変容しました。商工会

議所に寄せられる相談も多種多様で幅広くなっており、職員の資質向上とあわせて、

組織の継続的な体制強化が欠かせません。 

ついては、新型コロナウイルス対応商工団体体制強化促進事業や新型コロナウイ

ルス対応商工団体ＤＸ推進事業など、商工会議所の体制強化に資する補助制度につ

いて、令和５年度の補助額を前年度同額以上に確保してくださるようお願いいたし

ます。 

 

（５） 中小企業強靱化法の小規模事業者支援計画作成等に伴う支援強化について 

「中小企業強靱化法」に基づき、商工会議所が市町村と共同で作成する支援計画

に関し、ガイドラインを提示していただくとともに策定後の連携、協力を図ってく

ださるようお願いいたします。 

また、事業継続力強化支援はもとより、「新・経営発達支援計画」においては、「法

定経営指導員」が計画の作成から実施段階に至るまで関与することが必須となって

いることから、県が実施する経営改善普及事業への影響にも鑑み、経営発達支援事

業等の円滑な実施に向けて、人材の育成や財政的な支援強化等について、引

き続き、国に対して強く働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 

 

３．中小企業・小規模事業者に対する支援施策の拡充・強化について 

中小企業・小規模事業者においては、従来からの人件費、仕入価格等のコストアッ

プによる収益の悪化に加え、新型コロナウイルス感染症の影響等が長期化する

に伴い、今後も厳しい経営環境が続くことが予想されます。また、経営者の高

齢化が進む中、円滑な事業承継が喫緊の課題となっています。 

ついては、地域経済の持続的強化と活性化を図り、安定した経営を支援する

ため、次の事項について特段のご配慮をお願いいたします。 

 

（１） 新型コロナウイルス対応新事業チャレンジ支援事業の継続について 

本事業は、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、中小企業等が

経済社会活動の変化に対応するために行う新たな製品開発やサービスの提供等の

前向きなチャレンジを支援するものであり、令和３年度から令和４年度にかけて多

くの事業者が本事業により新たなチャレンジに取り組み、イノベーションを創出し

ました。      

県経済のさらなる活性化のため、令和５年度以降におきましても同事業を継続し

てくださるようお願いいたします。 

 

新規 
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（２） 経営・技術強化支援（エキスパート・バンク）事業費の確保について 

本事業は、経営基盤の脆弱な小規模事業者が事業改善や経営革新に取り組む際、

大いに利用され数々の企業の課題解決に寄与しています。 

ついては、本県小規模事業者の販売促進、生産性・技術力の向上等を一層促進す

るため、重点的な取組として、令和５年度も同事業補助額を前年度同額以上に確保

してくださるようお願いいたします。 

 

（３） 経営安定特別相談事業費の確保について 

本事業は、倒産回避に向けた駆け込み寺的な個別相談事業であり、その役割は大

きく、過去に危機を回避した件数は数え切れません。 

売上の減少や人件費、仕入価格の上昇等、企業を取り巻く経営環境が厳しい中、

中小企業・小規模事業者の再生に向けた支援がますます必要とされていることから、

令和５年度においても同事業補助額を前年度以上に確保してくださるようお願い

いたします。 

 

（４） 支援機関の連携強化による事業承継の推進について 

令和元年度に個人事業承継税制が創設され、相続税・贈与税の猶予が個人事業者

にも適用されました。この制度の利用（事業承継計画の提出）についても法人と同

じく県が窓口となっていることから、制度の利用促進に向けてさらなる周知に努め

てくださるようお願いいたします。 

また、商工会議所としても事業承継セミナー等を開催するなど取組強化を図りま

すので、県におかれても昨年４月に統合された「新潟県事業承継・引継ぎ支援セン

ター」の活用により、事業承継支援のワンストップ化と支援体制強化が図られ、一

件でも多くの事業承継が推進されるよう引き続き支援策の強化をお願いいたしま

す。 

 

（５） 中小企業・小規模事業者のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進について 

① ＤＸ推進による経営力向上について 

今後、地方の中小企業・小規模事業者においてデジタル化やＤＸは避けて通

れない課題だと思いますが、そもそもなぜ必要なのか、自分の会社に必要なの

か、という入口で止まっている事業所が多いのが実情です。 

ついては、中小企業・小規模事業者が、業務そのものや、組織、業務プロセス、

企業文化や風土を変革し、競争上の優位性を確立して経営力を向上させるために

デジタル化やＤＸを推進できるよう、補助・助成制度の創設や既存制度の拡充な

どにつきまして手厚い支援をお願いいたします。 

なお、中小企業がデジタル化を進める際に重要なことは、一貫して専門家が伴

走支援する体制であると考えます。事業者の経営課題を解決する具体的な機器・

設備などのハードや、アプリあるいはシステムといったソフトの導入アドバイス、

さらに、それらを現場で社員が実際に使えるようになるまでの、専門家による継
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続した支援が必要です。国により一昨年度から２年間実施された「デジタル応援

隊事業」のような、課題発見からデジタルの実装までを一貫して支援していただ

ける制度について、支援事業の創設や既存支援策の拡充について、特段のご配慮

をお願いいたします。 

 

② キャッシュレス化の推進について  

中小小売業においては、約７割がキャッシュレス決済を導入済と言われており、

中小企業・小規模事業者においても、一定程度キャッシュレス決済手段の導入が

進んできています。その一方で、日本のキャッシュレス決済比率は約 30％に止ま

っており、キャッシュレス決済を導入済の店舗等における消費者のキャッシュレ

ス決済利用を拡大していく必要があります。 

ウィズコロナ、アフターコロナの回復局面も見据え、中小企業・小規模事業者

における経理処理効率化による生産性の向上や非接触型決済による感染リスク

低減、インバウンド対策などにも有効なキャッシュレス化のさらなる推進に向け、

商工会議所としても啓発活動や相談業務に取り組みますので、県におかれても、

事業者・消費者双方に向けた広報活動等を積極的に展開してくださるようお願い

いたします。 

 

（６） 地域経済発展に向けた SDGs への取組と機運醸成について 

SDGs（Sustainable Development Goals）は、経済面、社会面、環境面の幅広い課

題の統合的な解決を目指すものであり、持続的な社会の実現のために、民間企業等

の積極的な関与が期待されており、企業活動においても、経営リスクを回避すると

ともに、新たなビジネスチャンスを獲得するためのツールとして SDGs の活用が注

目を集めています。 

今後、中小企業・小規模事業者が事業を成長発展させていく上で SDGs は欠かせ

ないキーワードであり、また、事業発展への道を示す道標ともなりうるものである

ことから、SDGs に関する情報発信を強化していただくとともに、SDGs に取り組む

企業への支援策を手厚く講じていただくなど、各種施策にSDGsの視点を取り入れ、

地域経済の持続的発展に向けて積極的にお取り組みいただくようお願いいたしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規 
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４．地域産業の育成・振興施策の拡充について 

地域産業の育成・振興施策の拡充を図るため、次の事項について特段のご配慮をお

願いいたします。 

 

（１） 地場産業総合支援事業の継続について 

本事業は、産地の知名度向上やモノづくり技術の継承、高度技術の習得、成長分

野へのチャレンジなど、産地の抱える課題の改善を図ることで、中長期の受注拡大

が期待される大変有益な事業です。県におかれては、地域の経済や社会を支えてい

る「地場産業」への支援を強化していただいておりますが、同事業を令和５年度に

おきましても継続してくださるようお願いいたします。 

 

（２） 販路開拓支援事業の拡充強化について 

我が国は人口減少社会に突入し、国内市場の拡大が望めない状況から、県内に

おいても、海外市場開拓に活路を求める企業が増加しています。 

ついては、中小企業の受注確保や販路開拓を図るための「企業連携プロジェクト創

出事業補助金」等の支援と合わせ、令和５年度におきましても、「海外展開加速化支

援事業」や「海外展開トライアルサポート事業」などの海外販路開拓を支援する事業

の拡充強化について特段のご配慮をお願いいたします。 

また、海外販路拡大に向けては、関係機関がそれぞれ取組を強化しています

が、今後はさらに連携強化を図り、「オール新潟」体制での事業構築・実施に努め

ていただきますようお願いいたします。 

さらに、輸出用精米工場及び燻蒸倉庫の認定に向けた国・領事館等への働き掛けを

強化くださるようお願いいたします。 

 

（３） 起業チャレンジ応援事業の拡充実施について 

本事業は、新規創業時の最も大きな課題であった創業準備段階における経費に

対する支援策として活用され、平成 22 年度の創設以来多くの開業に結びつき、商

工会議所では安定した経営の継続を支援するため、開業後のマネジメント支援を

行っています。 

今後も、県内における創業を一層促進するために、令和５年度におきましても、

本事業を拡充実施してくださるようお願いいたします。 

また、実施に当たっては十分な募集期間を設けるなど、連携する商工会議所と公

募スケジュールの摺合せ等を事前に行い、円滑な事業実施を図ってくださるようお

願いいたします。 

 

（４） 地域振興推進事業費の確保について 

国においても産業競争力強化法に基づき、創業支援計画の認定を受けた市町村が、
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商工会議所等地域経済団体と連携し、創業者支援を行う制度が創設されていますが、

本事業は県独自の制度として、多くの商工会議所において、地域中小企業の経営革

新や雇用創出を伴う起業を支援する事業として活用されています。 

ついては、地域経済の活性化に対して大変有効な事業であることから、令和５年

度も同補助額を前年度以上に確保してくださるようお願いいたします。 

 

（５） 新潟県工業技術総合研究所の機能拡充等について 

地域のものづくり産業を支え、その優位性を時代に合った形へと転換し、更なる

価値の向上を図っていくための技術的分野を担う工業技術総合研究所について、専

門人材の配置や研究開発・試験のための機械設備の充実を図ってくださるようお願

いいたします。 

合わせて各支援センターにおいても、その利用の促進を図るため、管内企業訪問

などを通じて、一件でも多くの支援が推進されるよう積極的な取組みをお願いいた

します。 

 

（６） 中小食品製造・加工事業者への支援策の拡充について  

中小の食品製造・加工事業者の経営の安定・発展を後押しするため、事業用設備

又はロボットを含む機械装置等の導入、ＤＸの推進に対する公的な補助金制度の拡

充を図ってくださるようお願いいたします。 

また、県内産業の高付加価値化を目指し、県内企業と大学・研究機関等が展開す

る新たな製品の事業化に向けた開発からプロモーションまでの一貫した取組につ

いてＮＩＣＯ等から支援をいただいているところですが、事業者の売り上げ増加に

向けて農林水産品をはじめとする新潟県産品のさらなる高付加価値化や量の確保

を含めた販売力の強化に努めて国内外のマーケット拡大を図るなど、引き続き支援

策を強化してくださるようお願いいたします。 

 

（７） 成長産業分野への参入促進・支援強化等について 

今後、市場の拡大が期待される航空機産業分野や健康・医療・福祉関連分野等の

成長産業分野において、新規参入や関連企業の集積が促進されるよう、産学官金の

連携強化や高付加価値化に向けた取組等を継続実施いただきますとともに、「ＮＩ

ＩＧＡＴＡ ＳＫＹ ＰＲＯＪＥＣＴ」等の既存の取組に対する支援強化を積極的

に図ってくださるようお願いいたします。 

また、若者の雇用機会を創出し、地域経済の活力を維持・拡大するためにも、成

長産業分野の企業誘致を推進してくださるようお願いいたします。 

 

（８） エネルギー・環境産業の振興について 

新潟県は、エネルギー分野においては歴史を含めて優位性を有していると言えま

す。今後、産業政策の重要な要素を占めると思われる、エネルギー・環境産業の振

新規 

 

新規 
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興について、ハード・ソフト両面の環境整備を進めていただき、関連企業や先進企

業等の誘致にも積極的に取り組んでくださるようお願いいたします。 

 

（９） 文化芸術活動への支援について 

コロナ禍において、「不要不急」という言葉が文化や芸術に向けられることがあ

りましたが、文化芸術活動は社会全体の健康や幸福を維持するために必要不可欠な

ものです。   

また、長きにわたり紡がれてきた文化や芸術は、一度途絶えると復活させること

は至難の業です。現在の危機的状況を鑑みて、文化庁でも過去に例を見ない規模で

支援策が講じられており、県でも新潟県文化芸術活動支援事業補助金などでご支援

をいただいているところですが、文化や芸術は多岐にわたることから、さらに多様

で包括的な芸術文化活動支援を展開してくださるようお願いいたします。 

 

 

５．中小企業等の人材確保・育成支援の拡充について 

（１） 働き方改革への対応・支援について  

働き方改革については、「新潟働き方改革推進支援センター」が設置されるなど、

様々な取組が進んでおりますが、中小企業・小規模事業者が円滑に対応できるよう、

働き方改革セミナーの開催やＡＩ・ＩｏＴ導入による成功事例の紹介など、県にお

いても啓発活動及び支援策を展開してくださるようお願いいたします。 

 

（２） 兼業・副業人材活用への支援について  

コロナ禍によってテレワーク環境の整備が進み、遠隔地からの勤務が当たり前の

ものになっていることから、都心部に住み本業に従事しながら地方での副業を選ぶ

人も増えています。このような兼業・副業人材を活用することは、コストを抑えて

都合よく人材を獲得できるだけでなく、高度なスキルやノウハウを持つ人材を受け

入れることで、各社にとっても地域経済にとっても、様々な経営課題の解決が可能

になり、ゆくゆくは「転職を伴わない移住」など定住人口拡大にも繋がり得るとい

う大きなメリットがあります。ついては、兼業・副業人材の活用について、積極的

に啓発活動及び支援策を展開してくださるようお願いいたします。 

 

（３） デジタル人材育成・確保について  

多くの事業所でデジタル人材が圧倒的に不足していますが、これから大学、専門

学校等でデジタル・スキルを履修した人材が実社会で活躍するには、まだ少し時間

が掛かると思われます。 

ついては、事業所でデジタル化やＤＸの担い手となるデジタル人材の育成や確保

について、支援策を講じてくださるようお願いいたします。 

新規 
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（４） 魅力ある企業の誘致とＵ・Ｉターン促進の支援強化について  

県外へ進学した学生が地元に戻りたいと思える魅力ある企業の誘致を行政及び

関係機関が連携を図り実施するとともに、新型コロナウイルスの感染拡大をきっか

けに地方での就職を検討する人が増えているという実態もあることから、Ｕ・Ｉタ

ーンがさらに促進されるよう、学生及び企業に対する支援強化をお願いいたします。 

また、県内企業における優秀かつ将来性のある人材の確保につなげるため、県外

流出の対策を図るとともに、一人でも多くの人材が県内企業に就職するよう、「に

いがた暮らし・しごと支援センター」等を活用しながら、人口流入に向けた取組を

積極的に展開してくださるようお願いいたします。 

 

（５） 県内・県外学生のインターンシップ参加促進及び受入企業の拡大に向けた情報 

   発信強化について  

労働力人口の減少に伴い、中小企業の新卒者採用は非常に競争が激しく、企業の

組織強化や人員構成の適正化を求め、将来的な企業の存続を見越した上で採用活動

が続けられています。 

県外の大学や専門学校を卒業された学生の大半は、大都市の企業に就職して、新

潟県内に戻ってこない状況となっております。 

ついては、県内外の学生に県内企業を知ってもらう機会の提供及び県内企業に就

職を希望する学生とのマッチングを推進するために、Ｗｅｂを活用した効果的な情

報発信を強化いただくとともに、地元出身の学生の他、Ｕ・Ｉターン者に対するイ

ンターンシップ受入企業に関する情報について、より効果的な発信に努めていただ

くようお願いいたします。 

 

（６） 建設業への若者定着及び技術労働者の確保・育成支援について  

中小建設業では、若者の業界離れや離職者の増加など、人手不足による人材確保

難が深刻で、事業継続にも関わる死活問題となっています。 

建設業関係団体が行う合同就職説明会や技能資格の取得研修等を支援いただい

ているとともに、建築・土木系学科を設置している工業高校での現場見学会・出前

講座及び土木出張ＰＲの他、テクノスクールでの職業訓練を通じて建設人材の育成

にご協力いただいておりますが、中小建設業に興味を示してくれる学生や若者が増

えない状況にあります。 

ついては、建設業の重要性や役割、魅力等について、県民や学生等から理解して

てもらうための職場見学会や出前講座等、効果的な情報発信や広報に一層努めてい

ただくとともに、工業高等学校における建設系の専門学科創設や、職業訓練校にお

ける建築・土木専門コースの教育内容充実、インターンシップやデュアルシステム

の実施など、引き続き建設人材の確保・育成に支援策を講じてくださるようお願い

いたします。 
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（７） 中小企業の労働力確保に向けた支援策の拡充について 

少子化に歯止めがかからない中、労働力確保のため、中小企業にとっては経験に

裏打ちされた優れた技術・技能を有する高齢者を今以上に活用することが求められ

ています。さらには、国内の人口減少により、就労人口も減少し、就労者の確保が

期待できない現状において、作業効率を高め生産性向上を図ることに加え、労働

力不足を補うために就業機会を求める女性や専門的・技術的分野における優秀な外

国人材の受入れも今後は必要であると考えます。 

ついては、将来に向けた労働力不足を解消するために、高齢者や女性を積極的に

雇用できる支援策と外国人労働者の受入れに向けた環境整備等を講じてくださる

ようお願いいたします。 

また、新型コロナウイルス感染症等の影響により、新卒採用を含め、人材確保に

困難が生じている中小企業もあることから、ＷＥＢを活用した採用等、新しい取組

に対する支援策を講じてくださるようお願いいたします。 

 

（８） 専門高校の統廃合について 

新潟県の人口減少、少子化の影響に伴い、高等学校の統廃合はある意味仕方のな

いことと捉えております。しかしながら、専門高校は地元産業との結びつきが深く

地場産業の将来を支えていると言っても過言ではありません。 

ついては、地域の現状を十分ご理解いただいた上で、専門高校・専門学科の存続

及び地域産業に密接に関連する専門性を有し、時代のニーズに合った専門学科の新

設にご配慮賜りますようお願いいたします。 

また、専門高校の魅力を増し、若者の県外流出を防ぐため、専門高校からの県内

国公私立大学への推薦枠確保や推薦枠拡大に向けて、働き掛けをお願いいたします。 

 

 

６．電源立地地域の地域振興について 

電源立地地域は我が国の根幹を支えるエネルギー供給地として、国策に貢献し、地

域の役割を果たすことにより、地域の振興を図っています。 

国の進める脱炭素化や、逼迫するエネルギー事情を考慮すると、現時点での原子力

発電の有効性・必要性は認められるべきであり、立地地域では原子力発電所の正常な

運転による地域振興を今後も追求していかなくてはなりません。 

一方で、原子力発電所については、その設備の有限性やエネルギー供給源の変容な

ど、将来的にはその役割を終えることが予想されます。 

原子力発電所の立地地域においては、地域の振興、存続のために将来を見据えた次の

地域のあり方の検討が必要であり、地元の努力に加えて、国・県による支援が必要です。 

県におかれては、国策に貢献してきた経緯や電源立地に伴う県の受益を踏まえ、電

源立地地域の進める地域振興策に対し、積極的な支援をお願いします。 
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７．産業の発展を支える社会資本の整備等について 

下記の事項を地域経済活性化及び大規模災害発生時の代替機能の強化のための戦

略的社会資本として位置付けていただき、優先的に整備を進めてくださるよう特段の

ご配慮をお願いいたします。また、国をはじめとする事業主体への働き掛けを強めて

くださるようお願いいたします。 

 

（１） 道路の整備について 

① 日本海沿岸東北自動車道の朝日まほろば IC～あつみ温泉 IC 間の整備促進に 

ついて 

 

② 磐越自動車道の全線４車線化の早期事業化について  

 

 ③ 上越魚沼地域振興快速道路の整備促進について  

 

④ 国道８号柏崎バイパスの整備促進について  

 

⑤ 国道 116 号吉田バイパスの整備促進について 
 
⑥ 国道 289 号（八十里越）道路改良事業の整備促進について 

 
⑦ フェニックス大橋東詰（西宮内１丁目交差点）及び西詰交差点の通勤時間帯

における渋滞緩和対策の推進について 
 
⑧ 国道８号（三ツ屋～下源入間）の山側３車線化の早期供用について 

 

⑨ 国道 18 号上新バイパス（寺町北～妙高市乙吉間）の 4車線化の整備促進に 

ついて 

 

⑩ 都市計画道路黒井藤野新田線の早期全線開通について 
 
⑪ 松本糸魚川連絡道路の整備促進について 

松本糸魚川連絡道路は、地域経済の活性化、交流人口の拡大等につながる大変

重要な道路であり、同道路の早期事業化は国道 148 号の沿線自治体及び経済関係

団体にとって 40 年以上にもおよぶ長年の悲願です。 

令和４年３月には、長野県安曇野市内の同道路が「安曇野道路」として新規事

業化されるなど長野県側も着実に進捗しております。 

  松本糸魚川連絡道路の早期完成を目指し、事業化区間の早期着工と新潟県側全

ルートの事業化決定をお願いいたします。 
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⑫ 県央基幹病院設置に係る道路環境整備について 

県におかれては、令和５年度早期を目標に、ＪＲ燕三条駅南側の高速道路西側に

救命救急センターを併設した基幹病院を整備する計画ですが、重篤な患者を一分、

一秒でも早く搬送するためには、アクセス道路等の環境整備が必要不可欠です。 

現在、建設予定地に至るアクセス道路については、慢性的な渋滞が発生してい

ることから、こうした状況等を踏まえ、下記道路環境の整備促進を図ってくださ

るようお願いいたします。 

 

〇 国道 289 号バイパス整備及び（仮称）石上大橋下流橋建設促進について 

県央基幹病院へのアクセス道路である都市計画道路3･3･7号大島東大崎線や

燕北バイパス及び（仮称）石上大橋下流橋建設等について整備促進を図ってく

ださるようお願いいたします。 

 

〇 国道 403 号バイパス整備促進について 

慢性的な交通渋滞を解消するため早期に国道403号三条北バイパス整備及び

延伸を促進してくださるようお願いいたします。 

 

〇 主要地方道燕分水線の改良及び拡幅について 

主要地方道燕分水線は、燕市内の分水地区及び吉田地区から県央基幹病院へ

の重要なアクセス道路となることから、道路環境の整備促進を図ってくださる

ようお願いいたします。 

 

（２） 鉄道の利便性改善等について 

① 通勤・通学の時間帯における信越本線をはじめ県内在来線における利便性の 

確保（増便等）について 

 

② 冬期における在来線ダイヤの運行確保について 

羽越本線脱線転覆事故以後、安全性の確保を理由に、特に冬期において運休す

る回数が事故発生前に比較して増加していると思われます。 

安全性の確保は当然のことと理解していますが、冬期の通勤・通学の足を確保

するためにも、風に強く定時運行できる鉄道として整備されるようにＪＲ東日本

に対して働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 

③ 大糸線の路線維持と利便性向上について 

大糸線は、糸魚川市と長野県松本市を結ぶ沿線住民の生活に不可欠な路線であ

るとともに、日本有数の観光地を縦走する鉄路でありますので、北陸新幹線やえ

ちごトキめき鉄道とのアクセスに配慮し、より一層の利便性向上が図られるよう

運行各社に働き掛けをお願いいたします。 

  なお、同線(糸魚川―南小谷間)はＪＲ西日本から利用者が少ない赤字路線とし

て位置付けられており、利用者増への取組が急務です。地元と連携して利用促進・



- 18 - 

 

活性化策に取り組んでいただくとともに、地方赤字路線の維持については、ＪＲ

など民間各社だけに働きかけても限界があることから、国策としての支援を国に

働きかけていただきますようお願いいたします。 

 

④ 只見線の利用促進について 

  2011 年の新潟・福島豪雨により甚大な被害を受け、不通となっていた只見線

（会津川口駅―只見駅間）が、2022 年 10 月約 11 年ぶりに全線運転再開となりま

した。沿線市町村の生活を支える交通基盤であるとともに、全国的にも景観の美

しさが知られ、鉄道ファンにも親しまれる重要な観光資源である只見線について、

利用促進に努めてくださるようお願いいたします。 

 

⑤ 飯山線の利便性向上について 

飯山線の越後川口駅と森宮野原駅間は駅ホーム内が単線のため、運行本数の増

便や効率的な運行を実現することが難しい状況になっています。 

ついては、飯山線沿線地域の観光振興のために、飯山線と上越線の運行本数の

増便と、各駅でのすれ違いが可能となる駅ホームの複線化の実現に向けて関係機

関に対して働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 

（３） 港湾の整備と利便性の強化について 

① 新潟東港の整備促進等について 
1)洋上風力発電の基地港湾指定に向けた岸壁の地耐力強化等を含めた整備促進 

2)大型コンテナ船の着岸が可能となる水深-14m 岸壁の整備促進 

3)コンテナターミナルの運営会社へのさらなる協力体制の構築 

 

② 新型コロナウイルス感染症収束を見越したクルーズ客船寄港時における受入

体制の充実強化について 
③ カーボンニュートラルポート形成に向けた取組の推進 

 

④ 新潟西港万代島地区周辺における賑わいの創出について 

 

⑤ 新潟港のさらなる国際化と防災・救援機能の強化について 

新潟港はその設備や貿易量において日本海側有数であり、また、地理的、規模的

要件を備えることから、日本海側の総合的拠点港湾として位置づけられています。

今後、対岸諸国や東南アジア諸国との物流の拠点となれるよう、従前以上に取組を

強化していただくとともに、首都直下型地震の際の「代替港」としての機能確保の

ためにも、国と連携したバックアップ機能の強化をお願いいたします。 

 

⑥ 姫川港港湾改修事業と後背地の整備促進について 

松本糸魚川連絡道路が進捗すると姫川港を活用した長野県中信地域との物流

新規 
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が盛んになることが予想されます。 
近い将来、姫川港は当地域にとっては重要な物流拠点の一つとなりえることか

ら、糸魚川市と連携強化し、姫川港の後背地の有効活用ための整備促進を合わせ

て進められますようお願いいたします。 

 

⑦ 直江津港港湾施設における老朽化対策推進をはじめとした整備促進について 

直江津港では、本年 12 月には新たなＬＮＧ火力発電所の稼働が予定されてお

り、国内のエネルギーの安定供給に大きく寄与するものであります。また、上越

地域や長野県北部を背後圏とする内外貿易の拠点として、さらには太平洋側港湾

の被災時等における代替港湾としての機能確保の面からも、港湾施設の老朽化対

策等の推進をお願いいたします。 
 

⑧ メタンハイドレートの開発に伴う県内港湾の活用について 

メタンハイドレートの開発については、2023 年から 2027 年の間に民間企業が

主導した中で商業化を進めるプロジェクトが開始されるとお聞きしていますが、

商業化に向けての県内企業のさらなる技術開発の推進について、県としてもご支

援くださるようお願いいたします。 

また、「海洋エネルギー資源開発促進日本海連合」の一員として、国への働き掛

けを継続していただくとともに、エネルギー港湾として直江津港をはじめとする

県内港湾のポテンシャル向上に努めてくださるようお願いいたします。 

 

⑨ 小木直江津航路の維持・確保に対する支援について 

小木直江津航路の運航事業者においては、地元自治体からの要望に応じ、更な

る航路の安定的な運航や地域経済への貢献のため、カーフェリーへの切り替えを

検討し、今年度の導入を決定しました。 

今後予定される佐渡金銀山の世界遺産登録や北陸新幹線の敦賀延伸により、小

木直江津航路は、佐渡観光の玄関口として欠かすことができない重要な役割を担

うことから、運航事業者の経営状況を踏まえた、航路の実態に即した的確な助成

措置を講じるなど、航路維持のために必要な支援をお願いいたします。 

 

⑩ 寺泊小木航路の観光航路化と支援策の強化について 

観光振興による地域活性化を推進している寺泊地域にとりまして、佐渡との航

路は大変重要な観光航路であります。 

中越地区・県央地区をはじめ、新潟県全体の交流人口の拡大と広域的な観光振

興、さらには、「佐渡島（さど）の金山」の世界遺産登録に向けた展開や交流ネッ

トワークの整備等の視点からも、寺泊小木航路の観光航路化に向けた旅行商品造

成と継続した支援策の強化をお願いいたします。 
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（４） 新潟空港の整備と利便性の強化について 

① 新潟空港の既存路線の維持・拡大及び新規航空路開設に向けた取組の強化に

ついて 

とりわけ、現在運休している国際線については、インバウンド受入機会の創出

や輸出促進にも繋がることから、旅客便・貨物便ともに積極的な誘致に取り組ん

でくださるようお願いします。 

 

② 冬期の安全性と安定運航確保に向けたさらなる除雪体制の強化（除雪時間短

縮等）及び震災対応の面における滑走路の液状化防止対策の促進について 

 

③ 新潟空港滑走路の沖合展開に向けた検討・研究について  

 

④ ＢＪ（ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾞｪｯﾄ）、さらには国際線を含めたＬＣＣの誘致促進について 

 

⑤ 新潟空港から県内観光地等への二次交通の充実に向けた取組強化について 

 

⑥ 飛行機の離発着時間に合わせた公共交通のダイヤ設定や分かりやすい誘導看

板の設置等を含めた新潟空港利用者に対する利便性向上に向けた取組への支

援強化について 

   

⑦ 地域航空運航会社トキエアの運航開始に向けた環境整備支援について 

同社は新潟空港を中心に全国各地へのＬＣＣの運航を目指しています。同社の

取組が実現すると、新潟空港の活性化及び県民の利便性向上に大きく貢献すると

思われますので、同社の運航開始に向けた環境整備等について、県として積極的

にご支援くださるようお願いいたします。 

 

⑧ 農水産品輸出促進に向けたＣＩＱ機能の整備について 

新潟県産品はもちろんのこと、隣県産品の輸出拠点にもなりうることから、新

潟空港と各市場や産地をスムーズに繋ぐＣＩＱ機能の整備について、国に対して

働き掛けてくださるようお願いいたします。 

 
（５）保倉川放水路整備の早期事業化について 

近年、全国的に降雨状況が集中化・激甚化し、防災・減災対策の必要性が高まり、

保倉川流域においても抜本的な治水対策が求められています。 

そのような中、北陸地方整備局が、令和３年３月に実施した第２１回関川流域委

員会で、概略ルートが決定しました。また、令和３年６月には、「保倉川放水路環境

調査検討委員会」が設立されました。 

これらのことを受け、沿川地域住民の生命・財産を守るとともに企業等が安心し

新規 
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て立地・事業活動をするためには、放水路の整備が不可欠であり、抜本的な治水対

策である保倉川放水路整備の早期事業化について、特段のご配意をお願いいたしま

す。 

 

（６） 産業廃棄物最終処分場の整備促進について 

現在のエコパークいずもざき第３期最終処分場では、２０３１年（令和１３年）

までに容量を超えることが見込まれている中、令和４年３月、県において、上越市

柿崎区内の２箇所に候補地を絞り込み、今後、最終的な建設予定地の決定や合意形

成に向け取り組んでいくことが公表されました。 

また、４月からは同区内に県の現地事務所を設置されるとともに、今後の最終処

分場事業の整備・運営主体となる公益財団法人新潟県環境保全事業団の上越オフィ

スも合わせて開設されています。 

これらのことを受け、できるだけ速やかな候補地の決定と基本計画策定の着手に

ついてお願いするとともに、今後も産業・経済活動の基盤整備の観点から、県内の

産業廃棄物最終処分場の必要な埋立容量の確保に努めてくださるようお願いいた

します。 

 

（７） 次世代自動車の普及に向けた環境整備の強化について 

2050 年までのカーボンニュートラルの達成に向け、次世代自動車（EV・PHEV・FCV）

の普及拡大が急速に進んでおり、ＣＯ2 削減等を含め環境に配慮する意識が高まっ

ています。 

ついては、今後の普及啓発活動並びに普及促進を図る必要性があることから、利

用者の利便性向上のために、公共施設の駐車場に充電インフラの整備を進めていた

だくとともに、レンタカーへの導入や自治体としての率先的な車両の導入、急速充

電器の購入補助など、環境整備の一層の充実に努めてくださるようお願いいたしま

す。 

 

（８） ハード・ソフト両面のデジタル基盤整備について  

デジタルインフラの整備については、５Ｇなど民間業者による整備が前提とされ

ていますが、大都市圏との格差を拡大しないためにも、地方の拠点都市から早期に

整備が進められるべきで、特に人口集中地区については一気にデジタルインフラを

整備していただければ、東京一極集中の是正や、地方に仕事や人の流れをつくるこ

とにもつながると考えます。 

デジタル化の基本となるデータの集約と活用、セキュリティの強化等と合わせて、

国や関係機関とも連携して取組を推進していただくようお願いいたします。 

 

 

 

新規 
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８．上越新幹線・北陸新幹線の有効活用に向けた取組の強化について 

（１） 上越新幹線と北陸新幹線の有効活用について 

現在、北陸新幹線は令和５年度末の敦賀延伸開業に向けて整備が進められていま

すが、一方で県内における長岡・上越地域間が高速鉄道交通体系から取り残される

ことのないように、その対応を図って行くことが大きな課題となります。 

今後、日本海国土軸を強化し、日本海縦貫高速鉄道体系を構築していくためには、

上越・北陸両新幹線に接続する直行特急の実現は重要であり、在来線の運行体系等

が見直されてきているなか、更なる利便性向上が強く求められるところです。東日

本と西日本を結ぶ速達性や広域移動に係る利便性を高めるためには、関西・北陸方

面と新潟方面へのアクセス向上につなげるための優等列車など、多様な運行タイプ

による移動手段の充実を図ることが重要です。 

このため、北陸・上越両新幹線と在来線との接続性や速達性の確保による利便性

の維持・向上を図るために、今後も上越・北陸新幹線直行特急の実現に向け、積極

的な取組をお願いいたします。 

また、速達型「かがやき」の新潟県内の停車機会の確保については、全国新幹線鉄

道整備法に基づき、利便性の向上など地域振興に資するという理由で地方に負担が

課されたことを踏まえると、各県に同等の停車機会を与えるべきと考えます。 

間もなく、北陸新幹線は敦賀まで延伸されることから、運行各社では関東・関西

方面への速達性・利便性を考え、輸送体系の見直しを行うことが予想されます。是非

この機会を捉え、速達型「かがやき」の新潟県内の停車確保について、国やＪＲへ

の働き掛けを強めてくださるようお願いいたします。 

 

（２） 上越新幹線の運行本数維持について 

北陸新幹線の開業に伴い、上越新幹線の「とき」「たにがわ」の運行本数は見直

され若干減便されましたが、今後は上越新幹線の運行本数が減少されることなく、

現状の利便性が維持されますよう、運行会社に働き掛けるなど、積極的な取組をお願

いいたします。 

 

（３） 北陸新幹線と並行在来線の利便性確保について 

北陸新幹線開業に伴い、えちごトキめき鉄道株式会社が運行している妙高はねう

まラインでは、上越妙高駅での新幹線との接続改善等の利便性向上に取り組み、

改善が図られてきているところです。しかし、いまだに一部において接続の不便さ

が見られるとの指摘があることから、新幹線の最大メリットである時間短縮効果を

活かし、上越市内中心部への誘導や観光地でもある妙高市・糸魚川市など上越地域

全体の観光振興のためにも、各運行会社との調整を含め最良の接続となるようなダ

イヤ改正について、えちごトキめき鉄道株式会社に働き掛けをお願いいたします。 

また、北越急行株式会社が運行している「ほくほく線」についても、上越新幹線
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越後湯沢駅と(信越本線、えちごトキめき鉄道経由)北陸新幹線上越妙高駅との接続

が不便との声が多く聞かれます。「超快速」の増便を含めたアクセスの向上はもと

より、北越急行車両について利用者からは「トイレ設置車両」の導入を希望する声

が多いことから、ハード・ソフト両面からの利便性向上に向けて、北越急行株式会

社及びえちごトキめき鉄道株式会社へ働き掛けてくださるようお願いいたします。 

  

（４） 県内高速鉄道網の整備について 

北陸新幹線の開業後、新幹線による人的交流の拡大は首都圏及び北陸・関西圏に

も波及し、新幹線の開業効果は着実に現れているものと考えています。 

しかしながら、北陸新幹線開業後、上越・糸魚川方面から高速鉄道網による県都

新潟市方面への利便性が大きく低下しており、北陸新幹線の上越妙高駅・糸魚川駅

からのアクセス特急及び快速列車の利便性についても十分確保されている状況と

は言えません。また、長引く新型コロナの影響により、2022 年のダイヤ改正に伴

って「しらゆき」が５往復から４往復となり、これまでの快速が新潟・長岡間の運

転を取りやめるなど、利便性の低下が著しくなっています。 

ついては、上越・糸魚川方面から県都新潟市方面への利便性確保のための特急増

便やダイヤの見直しについて、運行各社に強力に働き掛けてくださるようお願いい

たします。 

 

（５） 新潟空港のアクセス向上について  

県では「新潟空港アクセス改善協議会」での議論を踏まえ、まずは既存の交通機関

の改善等により空港利用客の増加を目指すという方向性を示されました。 

しかし、新幹線の空港延伸を含め、鉄軌道を利用した新潟空港へのアクセス強化

については、新潟空港の活性化のみならず、太平洋側のリダンダンシーの確保とい

った観点からも重要なプロジェクトだと認識しています。 

こうした観点から、県におかれては空港活性化に向けた様々な取組の中で、空港ア

クセスのあり方について一層議論を深めてくださるようお願いいたします。 

 

 

９．観光振興の取組強化について  

（１） 「佐渡島（さど）の金山」の世界遺産登録に向けた取組について   

悲願であった「佐渡島（さど）の金山」の世界遺産登録については、無事国内推

薦候補に選定され、登録に向けてユネスコに推薦されました。遺産を未来へ引き継

ぐための資産の保存・活用及び来訪者の受入体制整備等についても検討を進め、な

お一層の取組・対応を図ってくださるようお願いいたします。 

当連合会としましても、「佐渡金銀山世界遺産登録推進県民会議」に参画するな

ど支援活動を展開していますが、引き続き、「佐渡島（さど）の金山」の世界遺産登

録早期実現と機運醸成に向けまして各種取組を図って参ります。 
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（２） 産業観光施設のＰＲ強化について 

新潟県内に存在する産業に関する歴史的施設や生産施設等は、名勝・旧跡、温泉

などの観光資源に加えて新たな観光資源として注目を集めています。 

県におかれては、県内の産業観光施設の情報収集・発信についてすでに取組をい

ただいていますが、関係機関との協力の下、さらに詳細なデータの提供などにより

一層深掘りした取組を図ってくださるようお願いいたします。 

また、地域が主体的に産業観光の核となる資源の活用を図る取組に対して支援し

てくださるようお願いいたします。 

令和 5 年 10 月には、全国商工会議所女性会連合会新潟全国大会が朱鷺メッセで

行うことが決定しております。全国から 3,000 人近い女性経営者等が新潟に集うま

たとない機会となります。新潟の魅力を存分に PR できるよう特段の支援をお願い

いたします。 
 

（３） 「ＳＬばんえつ物語」の広域的ＰＲ促進と支援について 

ＳＬばんえつ物語は運行開始から 20 有余年を経過しましたが、旅路の浪漫をか

き立てる乗り物として県内外からの根強い人気があります。 

一方、本年 8 月の福島県における豪雨災害により喜多方市の濁川橋梁が崩落し、

ＳＬばんえつ物語の運休が続いていましたが、過日、ＪＲ東日本より磐越西線は来

春に復旧、ＳＬは夏頃より運行再開と発表されたところです。 

つきましては、ＳＬの運行再開の際にはＪＲとともにこれまで以上に官民挙げて

ＰＲし、新潟県観光施策の重点事業として引き続き積極的に支援してくださるよう

お願い申し上げます。 

 

（４） 「観光地域づくり法人（ＤＭＯ）」への支援と観光客受入体制の強化について 

本県では、新潟県観光協会をはじめ複数の団体が「観光地域づくり法人（ＤＭＯ）」と

して登録していますが、それぞれのネットワーク化を図るとともに、地域が持つ価

値を拡大し、観光客等に対してさらに地域の魅力をアピールできるよう、また、ゆ

くゆくはそれぞれの組織の自主運営による観光地域づくりが各地で有機的に行わ

れるよう、財政的な面を含め積極的に支援してくださるようお願いいたします。 

さらに、デジタル技術を活用して観光情報を積極的に発信することや、観光案内

看板、ＷＥＢ上での観光情報等の多言語化を従前以上に進め、インバウンドを含め

た観光客の受入体制を整備してくださるようお願いいたします。加えて、今後、新

潟駅に新たに整備される予定の観光案内所においては、全県を網羅する観光情報発

信拠点として総合的な機能の充実を図るべく、新潟市やＪＲをはじめとする関係機

関と連携して取組を進められるようお願いいたします。 


